
 



第１０号議案 

令和６年度藤枝市下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和６年度藤枝市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

  

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 下水道事業 

ア 処 理 区 域 面 積            １，２１４．９ｈａ 

イ 年 間 総 処 理 水 量              ７，８９３千  

ウ 一 日平均処理水量             ２１，６２５  

エ 主要な建設改良事業 

   （ア）公 共 下 水 道 建 設 改 良 費       ２９３，２５４千円 

   （イ）特定環境下水道建設改良費        ８０，７２７千円 

   （ウ）処 理 場 建 設 改 良 費       １８５，１１８千円 

    

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収  入 

第１款 下水道事業収益        ２，４７９，０００千円 

第１項 営 業 収 益          ９３４，１７４千円 

第２項 営 業 外 収 益        １，５４４，８２６千円 

支  出 

第１款 下水道事業費用              ２，３９３，０００千円 

第１項 営 業 費 用        ２，２６３，９１６千円 

第２項 営 業 外 費 用          １２３，９８４千円 

第３項 予 備 費             ５，１００千円 

              

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額

が資本的支出額に対して不足する額８７１，０００千円は、当年度消費税及

び地方消費税資本的収支調整額１５，９９５千円、減債積立金１９，７４８

千円、過年度分損益勘定留保資金７，７０９千円及び当年度分損益勘定留保

資金８２７，５４８千円で補塡するものとする。）。 
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 収  入  

第１款 資 本 的 収 入 １，１０３，０００千円 

第１項 企 業 債 ５８２，２００千円 

第２項 受益者負担金及び分担金 ２，９６６千円 

第３項 負 担 金 ３８０千円 

第４項 補 助 金 １７２，９７５千円 

第５項 出 資 金 ３４４，４７９千円 

   

支  出  

第１款 資 本 的 支 出 １，９７４，０００千円 

第１項 建 設 改 良 費 ５５９，０９９千円 

第２項 固 定 資 産 購 入 費 ６３５千円 

第３項 企 業 債 償 還 金 １，４１４，２６６千円 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとお 

 りと定める。 

 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利    率 償 還 の 方 法        

下水道事業費 

千円 

 

 

 

 

 

 

582,200 

 

 

 

 

 

 

 

 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

 

 

 

公的資金 

指定利率 

 

その他 

 ５．０％以内 

 

 ただし、利率見

直し方式で借入

れる資金につい

て、利率の見直し

を行った後にお

いては、当該見直

し後の利率によ

る。 
 

 

公的資金につい

ては、その融資条

件により、銀行そ

の他の場合は、そ

の債権者との協議

による。 

 ただし、企業財

政の都合により償

還期限を短縮し、

若 し く は 繰 上 償

還、又は低利に借

換えることができ

る。 
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（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定める。 

（１）消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における、営業費用と営業外

費用の間の流用 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金 

 額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会 

 の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                 １２８，６１２千円 

 

（他会計からの補助金） 

第９条 下水道事業安定のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

１４，０００千円である。 

 

 

   令和６年２月１９日提出 

 

                 藤枝市長    北 村 正 平 
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（単位：千円）

予 定 額 備  考

　

2 補 助 金 32,887

3

雑 収 益 18,7954

1 他 会 計 負 担 金 764,107

長期前受金戻入 729,037

2 営 業 外 収 益 1,544,826

3 その他営業収益 221

2 他 会 計 負 担 金 37,034

1 下 水 道 使 用 料 896,919

1 営 業 収 益 934,174

1 下水道事業収益 2,479,000

令和６年度藤枝市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入

款 項 目
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（単位：千円）

予 定 額 備  考

支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

1

1

6

営 業 外 費 用

予 備 費 5,100

予 備 費 5,1003

2 123,984

2 消 費 税 6,000

減 価 償 却 費 1,556,489

資 産 減 耗 費

117,984

4,0007

5 総 係 費 117,548

4 普 及 指 導 費 315

3 特定環境下水道費 6,772

2 施 設 費 530,428

1 管 渠 費 48,364

2,393,000

2,263,9161 営 業 費 用

項 目

1 下水道事業費用

支　　　　　出

款
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（単位：千円）

予 定 額 備  考

　

5

1 他 会 計 出 資 金 344,479

出 資 金

4 補 助 金

国庫県費補助金 172,9751

344,479

172,975

1 他 会 計 負 担 金 380

3

2 区域外流入分担金 300

負 担 金 380

受 益 者 負 担 金 2,666

2,966

1

2
受 益 者 負 担 金
及 び 分 担 金

1 企 業 債 582,200

1

目

企 業 債 582,200

資 本 的 収 入 1,103,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入

1

款 項
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（単位：千円）

予 定 額 備 考

公 共 下 水 道

建 設 改 良 費

特定環境下水道

建 設 改 良 費

処 理 場

建 設 改 良 費

1 1,414,266企 業 債 償 還 金

3 1,414,266

6351
有 形 固 定 資 産
購 入 費

企 業 債 償 還 金

6352 固定資産購入費

3 185,118

2 80,727

1 293,254

559,0991 建 設 改 良 費

1 資 本 的 支 出 1,974,000

款 項 目

支　　　　　出
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 56,832

減価償却費 1,556,489

固定資産除却費 4,000

貸倒引当金の増減額(△は減少) 10

賞与引当金の増減額(△は減少) 1,754

長期前受金戻入額 △ 729,037

支払利息及び企業債取扱諸費 117,984

未収金の増減額(△は増加) 3,823

未払金の増減額(△は減少) △ 15,745

その他流動負債の増減額(△は減少) 3,163

999,273

利息の支払額 △ 117,984

881,289

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 530,367

国庫県費補助金による収入 172,975

他会計負担金による収入 380

受益者負担金等による収入 2,966

△ 354,046

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

他会計からの出資による収入 344,479

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 582,200

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,414,266

△ 487,587

4 資金増減額(△は減少) 39,656

5 資金期首残高 86,318

6 資金期末残高 125,974

財務活動によるキャッシュ・フロー

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

令和６年度藤枝市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

小計

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
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 １   総   括

（単位：千円）

※注1　<>は、会計年度任用職員数（パートタイム）の外書き
※注2　()は、再任用短時間勤務職員数の外書き

（単位：千円）

－  116,544 

3,713 

8,355 

－  

580 －  

2,590 

648 －  

648 

722 

10 

給　 与　 費　 明　 細　 書

合 計そ の 他

－  12,068 

97,050 

27,849 

19,298 

102,958 25,654 

22,073 5,776 

24,352 

計給 料 職員手当

52,427 25,325 (-) 77,752 
本

年

度

職   員   数

扶 養 手 当 地 域 手 当 管 理 職 手 当

－  

13 

3,133 

6,210 

一般職(人)

法 定
福 利 費

－  

33,204 

(-)

(-)

－  

63,544 

15,061 

特 殊 勤 務 手 当時間外勤務手当

区       分
給 与 費

7,633 

128,612 

－  70,119 

4,556 

合　計 28,648 

4 

<2>
69,754 

17 

2,266 867 

損益勘定支弁職員

92,192 

1 

<->

(-)

－  

10 

休 日 勤 務 手 当

320 

比 較

勤 勉 手 当 通 勤 手 当

△ 100 

10,766 1,302 

2,590 1,400 

区 分

本 年 度

1,990 

△ 40 

本 年 度 11,462 

比 較

240 

前 年 度 1,730 

児 童 手 当

1,900 

7,879 25,206 

1,500 

860 －  

－  

－  

本 年 度

1,580 

－  －  △ 40 

区 分

住 居 手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務 手 当

△ 290 

2,300 

夜 間 勤 務 手 当

1,907 1,699 

8,944 

7,245 

前 年 度

1,340 

特別職(人)

－  

－  

資本勘定支弁職員 17,327 

－  

－  

<1>

12 

<2>

16 

48,483 

<1>

合　計 －  

損益勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

88,695 

職
　
　
員
　
　
手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

比 較

区 分 期 末 手 当

資本勘定支弁職員

合　計

－  

－  

－  

－  

退 職 手 当

前 年 度 9,555 

2,220 

－  60 －  

2,030 

比

較 <->

<1>

－  100 

－  

前

年

度

21,636 

7,012 

- 

(-)

<->
(-)

4 

<1>
(-)

(-)

(-)

<1>

3,944 3,689 

31,562 6,356 －  

18,576 
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２   給料及び職員手当の増減額の明細

平均給料月額 平均給料月額
×改定率 給与改定率
×職員数 職員数
×12月

本年度支給額が 本年度支給額が
前年度支給額を 前年度支給額を
上回る職員の数 上回る職員の数
　×平均増加額
　　×12月 平均増加額

期末手当 2.40月 → 2.45月
改定分

勤勉手当 2.00月 → 2.05月

はね返り分

職員の変動等

児童手当

288千円

240千円

休日勤務手当 △41千円

通勤手当 △40千円

住居手当 △290千円

期末手当 1,476千円

勤勉手当 1,292千円

時間外勤務手当

時間外勤務手当

119千円勤勉手当

地域手当

1千円

299千円

期末手当 143千円

休日勤務手当

△115千円

860千円

給　料 6,210 

給与改定に

伴う増減分
692 

昇給に伴う

増 加 分
1,370 

職員手当 4,556 

給与改定に

伴う増減分
875 

299千円

その他の

増 減 分
3,681 

576千円

扶養手当

地域手当

区　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　明 備　　　　考

千円

15千円

13人

21千円

288千円

千円

316,829円
1.07%
17人

その他の
増 減 分

4,148 　職員の変動等

8,782円
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 ３　給料及び職員手当の状況

　(１)　職員一人当たりの給与

　(２)　初　任　給

区 分 一 般 行 政 職
国 の 制 度

一 般 行 政 職

一 般 行 政 職

306,613

350,045

39.32

令和6年1月1日現在

平均給料月額（円）

区　　　　　　　　分

令和5年1月1日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳・月）

平均給与月額（円）

343,338

平均年齢（歳・月）

38.48

300,225

176,100 166,600

202,400 196,200大 学 卒

高 校 卒

円 円
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　(３)　級　別　職　員　数

　（級別の基準となる職務）

部 長一 般 行 政 職 係 長 主 幹 課 長

区 分 5　　級 6　　級 7　　級 8　　級

一 般 行 政 職
主 事 ・ 主 事 補
技 師 ・ 技 師 補

主 任 主 事
主 任 技 師

主 査

区 分 1　　級 2　　級 4　　級

主 任 主 査

3　　級

令和5年1月1日現在

区　　　分
行（一）　一般行政職

級 職員数(人) 構成比(％)

1 級 5  31.2  

2 級 1  

18.7  

6.3  

3 級 3  

4 級 1  

24.9  

6.3  

7 級 1  6.3  

計

計 16  100.0  

2 級 4  24.9  

1 級 4  24.9  

3 級 1  6.3  

6.3  

2  12.5  

5 級 3  18.8  

4 級 1  

令和6年1月1日現在

16  100.0  

8 級 －  －  

7 級 1  6.3  

6 級

8 級 －  －  

5 級 4  

6 級 1  6.3  
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　(４)　昇　給

 昇給に係る職員数 （Ｂ）

（人）

（人）

（人）

（人）

※注1　昇給に係る職員数には、本年度支給額が昨年度支給額を上回る職員の数を掲載した。

 昇給に係る職員数 （Ｂ）

（人）

（人）

（人）

（人）

※注2　昇給に係る職員数には、当該年度支給額が前年度支給額を上回る職員の数を掲載した。

－     

一般行政職

一般行政職

－     

－     

1     

人

17     

13     

12     

76.5     

－     

76.5     
％

－     

16     

100.0     

－     

－     

－     

％

16     

16     

16     

16     
人

％

16     

－     

本
　
　
　
　
年
　
　
　
　
度

号給数別内訳

2号給

4号給

8号給

 比　　較 （Ｂ）/（Ａ）

（Ａ） 職　　員　　数

6号給

人

100.0     

区　　　　　分

前
　
　
　
　
年
　
　
　
　
度

 職　　員　　数 （Ａ）

 比　　較 （Ｂ）/（Ａ）
％

号給数別内訳

2号給

6号給

8号給

4号給

人

合　　計

－     

合　　計区　　　　　分

13     

17     

12     

1     
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(５)　期末手当・勤勉手当 (６)　地域手当

(７)　定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

(８)　特殊勤務手当

(９)　その他の手当

4.400

2.250

前 年 度

2.250 4.500 有

2.200 2.200

本 年 度 24.58688

20年勤続の者
（月分）

前 年 度

33.27075

区　　分
25年勤続の者
（月分）

33.27075

通 勤 手 当 同

33.27075 47.70900

住 居 手 当 同

代表的な特殊勤務手当の名称 －

給料総額に対する比率 （％） －

支給対象職員の比率（令和6年1月1日現在） （％） －

全 地 域

支  給  率 3.0％ 

備考
最高限度
（月分）

一般会計
と 同 じ

17人 

支給対象地域

3.0％ 
国の指定基準
に基づく支給率

支 給 対 象
職　 員　 数

国の制度

有 同上

区　　分
支給率計
（月分）

備 考

職制上の段
階、職務の
級等による
加算措置

2.250 2.250

支給期別支給率

本 年 度

6月
（月分）

12月
（月分）

有4.500

35年勤続の者
（月分）

定年前早期退職
特例措置
2％～45％加算

47.70900

その他の
加算措置等

47.70900
一 般 会 計
と 同 じ

47.70900

47.70900

扶 養 手 当 同

47.70900

区　　分 差　　異　　の　　内　　容一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

国の制度
（支給率等）

24.58688

24.58688 同　　上

区　　　　　　分 全 職 種
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1 .

(1) 下 水 道 使 用 料 818,213

(2) 他 会 計 負 担 金 37,034

(3) 受 託 工 事 収 益 927

(4) そ の 他 営 業 収 益 120 856,294

２ .

(1) 管 渠 費 36,820

(2) 施 設 費 437,901

(3) 特定環境下水道費 5,487

(4) 普 及 指 導 費 312

(5) 総 係 費 110,156

(6) 減 価 償 却 費 1,554,275

(7) 資 産 減 耗 費 6,000 2,150,951

　 1,294,657

３ .

(1) 補 助 金 15,300

(2) 他 会 計 負 担 金 714,934

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 736,042

(4) 雑 収 益 17,096 1,483,372

４ .

128,258

(2) 雑 支 出 84 128,342

５ .

(1) 予 備 費 4,636 4,636 1,350,394

55,737

55,737

0

0

　 55,737

令和５年度藤枝市下水道事業予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（単位：千円）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 及 び
企業債取扱い諸費

予 備 費

経 常 利 益

当 期 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
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イ 2,081,519

ロ 1,875,274

△ 366,919 1,508,355

ハ 32,444,389

△ 4,859,570 27,584,819

ニ 3,677,547

△ 908,002 2,769,545

ホ 2,387

△ 2,115 272

ヘ 8,640

△ 3,000 5,640

ト 92,070

34,042,220

34,042,220

86,318

156,252

△ 2,520 153,732

240,050

34,282,270

(1)

令和５年度藤枝市下水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

1 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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11,965,518

　 11,965,518

1,414,263

246,124

イ 8,078

ロ 1,618

9,696

857

1,670,940

イ 3,406,482

△ 630,863 2,775,619

ロ 4,545

0 4,545

ハ 9,295,160

△ 1,572,325 7,722,835

ニ 1,210,994

△ 166,654 1,044,340

ホ 3,814,739

△ 542,075 3,272,664

ヘ 31,292

△ 1,321 29,971

ト 22,000

14,871,974

14,871,974

28,508,432

法定福利費引当金

そ の 他

収 益 化 累 計 額

負担金及び分担金

流 動 負 債 合 計

国 庫 県 費 補 助 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

負　　債　　の　　部

3 固 定 負 債

（単位：千円）

(1) 企 業 債

固 定 負 債 合 計

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債

収 益 化 累 計 額

(2) 未 払 金

(3) 引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

長期前受金合計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

建 設 仮 勘 定

5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

(4) その他の流動負債

他 会 計 繰 入 金

収 益 化 累 計 額
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5,700,007

5,700,007

イ 18,094

ロ 55,737

73,831

73,831

5,773,838

　 34,282,270

資　　本　　の　　部

負 債 資 本 合 計

(1) 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

6 資 本 金

(1) 資 本 金

資 本 合 計

資 本金 合計

減 債 積 立 金

7 剰 余 金

（単位：千円）
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イ 2,081,519

ロ 1,875,274

△ 458,662 1,416,612

ハ 32,789,009

△ 6,101,694 26,687,315

ニ 3,708,623

△ 1,129,524 2,579,099

ホ 2,387

△ 2,190 197

ヘ 9,217

△ 4,024 5,193

ト 226,168

32,996,103

32,996,103

125,974

149,267

△ 2,530 146,737

272,711

33,268,814

(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

令和６年度藤枝市下水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

（単位：千円）

資　　産　　の　　部

1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産
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11,222,016

　 11,222,016

1,325,698

259,038

イ 9,538

ロ 1,912

11,450

857

1,597,043

イ 3,406,482

△ 788,546 2,617,936

ロ 4,545

△ 69 4,476

ハ 9,452,411

△ 1,968,910 7,483,501

ニ 1,213,690

△ 208,885 1,004,805

ホ 3,815,119

△ 671,404 3,143,715

ヘ 31,292

△ 4,461 26,831

ト 22,000

14,303,264

14,303,264

27,122,323負 債 合 計

他 会 計 繰 入 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他

収 益 化 累 計 額

長期前受金合計

繰 延 収 益 合 計

建 設 仮 勘 定

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

国 庫 県 費 補 助 金

収 益 化 累 計 額

負担金及び分担金

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

(4) その他の流動負債

(3) 引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債

(2) 未 払 金

（単位：千円）

負　　債　　の　　部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債
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6,044,486

6,044,486

イ 25,425

ロ 76,580

102,005

102,005

6,146,491

　 33,268,814

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本金 合計

7 剰 余 金

(1) 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

（単位：千円）

資　　本　　の　　部

6 資 本 金

(1) 資 本 金

減 債 積 立 金
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注記  

１  重要な会計方針  

（１）固定資産の減価償却の方法  

有形固定資産  

・減価償却の方法  

定額法  

  ・主な耐用年数  

建物          ２０～５０年  

構築物         １５～５０年  

機械及び装置      ９～２０年  

（２）引当金の計上方法  

ア  退職給付引当金  

    職員の退職手当は、一般会計との協議により、その全部を一般会計が負

担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。  

イ  賞与引当金及び法定福利費引当金  

    職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備える

ため、年度末における支給見込額に基づき、各年度の負担に属する額を計

上している。  

ウ  貸倒引当金  

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能

見込額を計上している。  

（３）消費税及び地方消費税の会計処理  

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。  

 

２  予定貸借対照表等関連  

（１）引当金の取崩し  

  ア  賞与引当金の取崩し  

    令和５年度において、期末手当及び勤勉手当として２４，２２０千円支

給すると見込まれるため、８，１２７千円を取り崩した。  

    令和６年度において、期末手当及び勤勉手当として２８，６００千円支

給すると見込まれるため、８，０７８千円を取り崩した。  
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イ  法定福利費引当金の取崩し  

    令和５年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費を

支出すると見込まれるため、１，４６２千円を取り崩した。  

    令和６年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に係る法定福利費を

支出すると見込まれるため、１，６１８千円を取り崩した。  

  ウ  貸倒引当金の取崩し  

    令和５年度において不納欠損１，４０８千円を処分することが見込まれ

ているため、同額を取り崩した。  

    令和６年度において不納欠損１，１１６千円を処分することが見込まれ

ているため、同額を取り崩した。  

（２）企業債の償還に係る他会計の負担  

   貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算

して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込ま

れる額は２，２７３，８７３千円である。  

 

３  セグメント情報に関する注記  

（１）報告セグメントの概要  

藤枝市下水道事業会計は、公共下水道事業と農業集落排水事業を運営して

おり、各事業で運営方針を決定していることから、「公共下水道事業」と「農

業集落排水事業」の２つを報告セグメントとしている。  

なお、各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。  

事業区分  事業の内容  

公共下水道事業  公共下水道計画区域において汚水を処理する業務  

農業集落排水事業  農業集落排水施設において汚水を処理する業務  
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（２）報告セグメントごとの営業収益等  

   令和６年度（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）  （単位：千円） 

項  目  
公共下水道  

事    業  

農業集落  

排水事業  
合  計  

営業収益  

営業費用  

835,009 

2,099,862 

17,626 

113,449 

852,635 

2,213,311 

営業損益  

経常損益  

△ 1,264,853 

56,384 

△ 95,823 

448 

△ 1,360,676 

56,832 

セグメント資産  

セグメント負債  

31,206,967 

25,307,506 

2,061,847 

1,814,817 

33,268,814 

27,122,323 

その他の項目     

 収益的収入     

 長期前受金戻入  674,938 54,099 729,037 

収益的支出     

 減価償却費  1,479,195 77,294 1,556,489 

支払利息及び企業債取扱諸費 108,008 9,976 117,984 

 （注）上記、表の中の数値については税抜きで記載している。  

 

４  リース契約により使用する固定資産  

（１）リース取引の処理方法  

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっている。  
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収 入 支 出 明 細 書 
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　収　　入

1 下 水 道 事 業 収 益

1 営 業 収 益

1 下 水 道 使 用 料

2 他 会 計 負 担 金

3 そ の 他 営 業 収 益

2 営 業 外 収 益

1 他 会 計 負 担 金

2 補 助 金

3 長 期 前 受 金 戻 入

4 雑 収 益

款 項 目

令和６年度藤枝市下水道事業会計収入支出明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出
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（単位：千円）

予　定　額 説　       　　　　                     明

2,479,000

934,174

896,919

公共下水道使用料　　　　　　　　　　　877,532千円

農業集落排水処理施設使用料　　　　19,387千円

37,034

他 会 計 負 担 金 37,034 雨水処理に要する経費

221

手 数 料 210 指定工事店証交付手数料

雑 収 益 11 コピー代、農業集落排水処理施設加入分担金等

1,544,826

764,107

他 会 計 負 担 金 764,107 一般会計負担金

32,887

国 庫 補 助 金 18,887 社会資本整備総合交付金

他 会 計 補 助 金 14,000 一般会計補助金

729,037

受 贈 財 産 評 価 額 157,683

国 庫 補 助 金 368,382

県 費 補 助 金 28,203

工 事 負 担 金 69

受 益 者 負 担 金 42,231

他 会 計 繰 入 金 129,329

そ の 他 3,140

18,795

そ の 他 雑 収 益 18,795 行政財産使用料、消化ガス売却収益等

地方公営企業法施行規則第21条第2項又は第3項
の規定により償却した長期前受金

下 水 道 使 用 料

節

896,919
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　支　　出

1 下 水 道 事 業 費 用

1 営 業 費 用

1 管 渠 費

2 施 設 費

項款 目
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（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

2,393,000

2,263,916

48,364

給 料 6,000 職員給

職 員 手 当 等 4,309 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 1,202 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 2,163 共済費等

備 消 品 費 81 管渠維持管理用備消耗品等

手 数 料 2,914 汚水管路清掃手数料等

修 繕 費 10,890 既設管等補修費等

材 料 費 121 補修材

工 事 請 負 費 20,684 管渠等改修工事

530,428

給 料 7,800 職員給

職 員 手 当 等 3,693 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 1,283 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 2,710 共済費等

備 消 品 費 630 施設維持管理用備消耗品等

光 熱 水 費 8,207 水道料金、電気料金

印 刷 製 本 費 94 施設ＰＲ用パンフレット印刷代

通 信 運 搬 費 493 電話料

委 託 料 442,360 施設維持管理委託料等

手 数 料 8,348 水質検査手数料等

賃 借 料 6 土地借地料

使 用 料 19 有料道路通行料

修 繕 費 45,354 建物、構築物修繕料

材 料 費 60 施設等補修材

保 険 料 758 市有物件災害共済保険料

工 事 請 負 費 8,613 施設改修工事費、緊急工事費
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3 特 定 環 境 下 水 道 費

4 普 及 指 導 費

5 総 係 費

款 目項

－ 492 －



（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

6,772

給 料 3,800 職員給

職 員 手 当 等 1,326 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 521 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 1,125 共済費

315

備 消 品 費 141 加入促進啓発用等粗品、備消耗品費等

印 刷 製 本 費 174 下水道PR用パンフレット等印刷代

117,548

報 酬 273 下水道使用料審議会委員報酬

給 料 34,828 職員給、会計年度任用職員給

職 員 手 当 等 17,082 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 5,841 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 12,302 共済費

旅 費 814 普通旅費

報 償 費 998 報奨金

被 服 費 33 作業着等購入費

備 消 品 費 518 事務用備消耗品等

燃 料 費 479 車両用燃料

印 刷 製 本 費 178 帳票類印刷代

通 信 運 搬 費 701 郵便料金等

委 託 料 3,319 システム保守委託料等

手 数 料 500 下水道メーター取替手数料、公用車車検手数料等

賃 借 料 346 コピー機賃借料、土地借地料

使 用 料 66 データ伝送料金

修 繕 費 309 公用車車検・点検代

材 料 費 201 下水道メーター購入費

食 糧 費 16 会議用湯茶

負 担 金 補 助 及 び 交 付 金 37,989 下水道使用料徴収事務費負担金等

保 険 料 298 下水道賠償責任保険等

－ 493 －



6 減 価 償 却 費

7 資 産 減 耗 費

2 営 業 外 費 用

1 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

2 消 費 税

3 予 備 費

1 予 備 費

項款 目

－ 494 －



（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 430 貸倒引当金繰入額

公 課 費 14 重量税

雑 費 13 テレビ聴視料

1,556,489

有形固定資産減価償却費 1,556,489

4,000

固 定 資 産 除 却 費 4,000

123,984

117,984

企 業 債 利 息 117,984 企業債借入金利息

6,000

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 6,000

5,100

5,100

予 備 費 5,100

－ 495 －



　収　　入

1 資 本 的 収 入

1 企 業 債

1 企 業 債

2 受益者負担金及び分担金

1 受 益 者 負 担 金

2 区 域 外 流 入 分 担 金

3 負 担 金

1 他 会 計 負 担 金

4 補 助 金

1 国 庫 県 費 補 助 金

5 出 資 金

1 他 会 計 出 資 金

目項款

資 本 的 収 入 及 び 支 出
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（単位：千円）

予　定　額 説　       　　　　                     明

1,103,000

582,200

582,200

建 設 改 良 事 業 債 233,200

資 本 費 平 準 化 債 261,000

特 別 措 置 債 88,000

2,966

2,666

公 共 下 水 道 管 渠 整 備 費 1,964

特定環境保全下水道管渠整備費 702

300

区 域 外 流 入 分 担 金 300 区域外流入分担金

380

380

他 会 計 負 担 金 380 児童手当に要する経費

172,975

172,975

社会資本整備総合交付金

防災・社会資本整備総合交付金               

344,479

344,479

他 会 計 出 資 金 344,479

国 庫 補 助 金 172,975

節

受益者負担金

建設改良費の財源に充てるための企業債

－ 497 －



　支　　出

1 資 本 的 支 出

1 建 設 改 良 費

1 公 共 下 水 道 建 設 改 良 費

2 特定環境下水道建設改良費

項款 目
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（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

1,974,000

559,099

293,254

給 料 9,728 職員給、会計年度任用職員給

職 員 手 当 等 4,580 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 1,361 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 3,419 共済費

備 消 品 費 887 事務用備消耗品、書籍代等

委 託 料 29,500 管路健全度判定調査業務

手 数 料 371 発電機点検手数料、建設資材特別調査業務

使 用 料 641 建設クラウドサービス利用料

材 料 費 503 公共汚水桝蓋購入費

補 償 費 8,370 ガス管移設補償費

負 担 金 補 助 及 び 交 付 金 6,518 水道施設移設等工事費負担金

工 事 請 負 費 227,376 管渠工事費等

80,727

給 料 3,000 職員給

職 員 手 当 等 1,340 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 441 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 1,064 共済費

補 償 費 6,350 ガス管移設補償費

負 担 金 補 助 及 び 交 付 金 5,332 水道施設移設等工事費負担金

工 事 請 負 費 63,200 管渠工事費等

－ 499 －



3 処 理 場 建 設 改 良 費

2 固 定 資 産 購 入 費

1 有 形 固 定 資 産 購 入 費

3 企 業 債 償 還 金

1 企 業 債 償 還 金

項款 目

－ 500 －



（単位：千円）

節 予　定　額 説　       　　　　                     明

185,118

給 料 4,600 職員給

職 員 手 当 等 2,336 諸手当

賞 与 引 当 金 等 繰 入 額 801 翌年度分期末・勤勉手当等

法 定 福 利 費 1,515 共済費

委 託 料 147,450 浄化センター建設工事委託料

工 事 請 負 費 28,416 浄化センター施設工事費

635

635

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 費 635

1,414,266

1,414,266

建 設 改 良 事 業 債 669,905

資 本 費 平 準 化 債 415,909

特 別 措 置 債 242,728

そ の 他 の 企 業 債 85,724

企業債元金償還金

－ 501 －


